
                    令和４年２月２１日 

 

書面開催のため資料送付 

令和３年度  第２回葛飾区特別支援教育推進委員会 次第 

   

１ 開会 

 

２ 議題（報告事項） 

（１）令和３年度葛飾区特別支援教育事業の取組状況について   資料２ 

 

（２）特別支援学級の増設について               資料３ 

 

（３）特別支援教育に関する研修について            資料４ 

 

（４）各検討部会の活動報告について               資料５ 

 

３ 議題（検討事項） 

（１）葛飾区版特別支援教室の運営ガイドライン改訂について   資料６ 

 

（２）葛飾区特別支援教育推進委員会の委員構成の見直しについて 資料７ 

 

４ その他 

 令和３年度 第２回葛飾区特別支援教育推進委員会 意見提出用紙     

 

【資料】                               

資料１ 令和３年度葛飾区特別支援教育推進委員会名簿 

資料２ 令和３年度特別支援教育事業の取組状況 

資料３ 特別支援学級の増設 

資料４ 特別支援教育に関する研修 

資料５ 葛飾区特別支援教育推進委員会における各検討部会の活動報告 

資料６ 葛飾区版特別支援教室の運営ガイドライン（改訂版）の主な概要等 

資料７  葛飾区特別支援教育推進委員会の委員構成の見直し等 



資料１

所属 職位 氏名

委員長 葛飾区教育委員会事務局 学校教育担当部長 菅谷　幸弘

副委員長 聖徳大学 教授 河村　久

委員 都立よつぎ療育園 園長 玉木　久光

委員 のぞみ学園かめあり 園長 早川　薫

委員 私立幼稚園連合会 東江幼稚園長 浅井　正信

委員 私立保育園連盟 砂原保育園長 高橋　広美

委員 私立保育園経営者協議会 監事 髙橋　龍晟

委員 私立学童保育クラブ連盟 葛飾福祉館理事長 大高　幹

委員 葛飾区立小学校長会 奥戸小学校長 小笠原　敏文

委員 葛飾区立小学校長会 北野小学校長 景山　与賜也

委員 葛飾区立中学校長会 新宿中学校長 沢田　秀夫

委員 葛飾区立小学校副校長会 中青戸小学校副校長 宮本　達也

委員 葛飾区立中学校副校長会 奥戸中学校副校長 天野　尚美

委員 都立葛飾ろう学校 校長 小林　俊也

委員 都立葛飾盲学校 校長 田島　忍

委員 都立鹿本学園 統括校長 髙橋　馨

委員 都立水元小合学園 統括校長 篠﨑　友誉

委員 都立水元特別支援学校 校長 齊藤　政行

委員 都立葛飾特別支援学校 校長 山﨑　久美

委員 葛飾区福祉部障害福祉課 課長 川上　鉄夫

委員 葛飾区福祉部障害者施設課 課長 新井　秀成

委員 葛飾区保健所　青戸保健センター 所長 筧　美紀

委員 葛飾区子育て支援部育成課 課長 橋口　昌明

委員 葛飾区子育て支援部子育て支援課 課長 橋本　幸夫

委員 葛飾区子育て支援部保育課 課長 菊岡　秀昌

委員 葛飾区子育て支援部子ども家庭支援課 課長 川上　義幸

委員 葛飾区子育て支援部子ども応援課 課長 角谷　武是

委員 葛飾区教育委員会事務局学校施設担当課 課長 森　孝行

委員 葛飾区教育委員会事務局学務課 課長 山崎　淳

委員 葛飾区教育委員会事務局指導室 室長 加藤　憲司

委員 葛飾区教育委員会事務局学校教育支援担当課 課長 大川　千章

令和３年度　葛飾区特別支援教育推進委員会　名簿
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3

43

25

中学校就学（転学）相談

特別支援学校 特別支援学級 その他

 

１ 就学相談について   

（１）就学相談受付件数（令和３年度は 12月末現在） 

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

件数 416 390 394 

増減率 1.16 0.93 1.01 

 （２）令和３年度就学相談内訳 

 
 （３）引き継ぎ会申込み件数 

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

件数 384 462 424 

増減率 0.99 1.20 0.91 

２ 特別支援教室について   

（１）小学校入室者数（年度末時点）（令和３年度は 12月 1日時点） 

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

件数 952 960 1,061 

増減率 1.24 1.00 1.10 

（２）中学校入室者数（年度末時点）（令和３年度は 12月 1日時点） 

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

件数 210 222 231 

増減率 1.38 1.05 1.04 

（３）特別支援心理コーディネーターによる小中学校連携サポート  

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

件数 150 143 184 

増減率 1.29 0.95 1.28 

38

53

87

202

37

86

小学校就学（転学）相談

特別支援学校 特別支援学級
特別支援教室 通級指導学級
保田しおさい学校 通常学級適当
その他

令和３年度 葛飾区特別支援教育事業の取組状況 
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（４）「葛飾区版特別支援教室の運営ガイドライン」の改訂 

   ・東京都教育委員会発行の「特別支援教室の運営ガイドライン」の内 

容を踏まえて改訂 

 

３ 医療的ケアについて    

（１）葛飾区立学校での在籍数  

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

小学校 1 2 3(※) 

中学校 0 0 0 

  ※医療的ケアの内訳：導尿１名、気管切開によるたんの吸引２名 

（２）医療的ケア実施者 学校看護師（会計年度任用職員） 

 

４ 知能検査、アイリスシート（学齢期版支援シート）実績   

 

（１）知能検査実施数（令和３年度は 12月末現在）  

年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

実施数 478 593 608 559 569 

増減率 0.96 1.24 1.02 0.91 1.01 

（２）アイリスシート学齢期版支援シート交付数（令和３年度は 12月末現在）  

年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

交付数 134 72 49 49 50 

増減率 0.96 0.53 0.68 1.00 1.02 

 

５ 専門家チーム派遣、支援会議実績   

 

（１）専門家チーム派遣数（令和３年度は 12月末現在） 

年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

派遣数 236(32) 289(30) 164(5) 268(5) 276(4) 

増減率 1.28(1.28) 1.22(0.93) 0.56(0.16) 1.63(1.00) 1.02(0.8) 

  ※（  ）は特別支援学校コーディネーター内数 

（２）支援会議実施数（ケース会議含む）（令和３年度は 12月末現在）  

年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

実施数 123 133 90 102 67 

増減率 2.36 1.08 0.67 1.13 0.65 
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１ 知的障害特別支援学級                

（１）現状 

小学校８校・中学校７校に設置している。 

令和４年度から、小学校１校に増設する。 

（２）対象校 

白鳥小学校 

（３）令和４年度見込み児童・生徒数 

  1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 合計 学級数 

白鳥小 2 3 1 3 0 1 10 2 

【小学校】                  

  1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 合計 学級数 

亀青小 7 7 6 7 14 5 46 6 

水元小 10 5 6 2 8 5 36 5 

梅田小 1 6 8 8 7 4 34 5 

二上小 8 3 5 6 4 5 31 4 

柴又小 4 5 4 2 3 4 22 3 

東金町小 1 4 5 6 2 1 19 3 

こすげ小 2 2 4 6 4 0 18 3 

奥戸小 5 4 3 2 1 2 17 3 

合計 40 39 42 42 43 27 233 34 

 【中学校】         

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  1 年 2 年 3 年 合計 学級数 

青戸中 7 10 15 32 4 

四ツ木中 10 8 9 27 4 

葛美中 8 10 9 27 4 

綾瀬中 6 8 4 18 3 

新宿中 5 5 7 17 3 

上平井中 3 4 8 15 2 

奥戸中 3 2 4 9 2 

合計 42 47 56 145 22 

特別支援学級の増設  
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２ 自閉症・情緒障害特別支援学級              

（１）現状 

小学校１校・中学校１校に設置している。 

令和４年度から、小・中学校に１校ずつ増設する。 

（２）対象校 

清和小学校、立石中学校 

（３）令和４年度見込み児童・生徒数 

  1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 合計 学級数 

清和小 - 0 2 1 0 1 4 1 

立石中 3 0 0 - - - 3 1 

 

  1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 合計 学級数 

高砂小 - 0 1 1 2 1 5 1 

高砂中 5 5 2 - - - 12 2 
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１ 令和３年度 研修の実施状況 
（１） 巡回指導教員研修 

 ねらい:在籍学級への適応における課題に焦点を絞った指導の充実に向け、各拠点校内に

おけるＯＪＴ及び拠点校間の情報共有・連携を深め、巡回指導教員の指導力・専

門性の向上と区内小中学校の特別支援教育の推進を図る。 

  

（２） 特別支援教育コーディネーター研修 

  ねらい：学校の特別支援教育の推進に向け、校内委員会の企画・運営・協議が円滑に  

できるよう、学校に関わる専門家や、医療、福祉、保健等の関係機関との連

絡調整、保護者との関係づくり等、コーディネート力の向上を図る。 

研修月日 研修内容・講師等 

４月15日（木） 

・令和３年度葛飾区の特別支援教育の取組について 

・就学相談について 

・自閉症、情緒障害特別支援学級相談会等の流れ・日程について 

・副籍について 

・特別支援教育コーディネーターの役割について 

12 月９日（木） 
「発達障害のある児童・生徒の教育の充実  

～特別支援教育コーディネーターの役割と校内委員会の進め方～」 

 

（３） 特別支援教室専門員研修 

 ねらい：行動観察等の記録・報告が、児童・生徒の実態把握や理解、また指導改善につ

ながるよう、情報共有・研修協議を行い、特別支援教室専門員としての資質向

上を図る。 

 

実施月日 内容 

７月 27 日（火）  

・東京都のガイドラインについて 

・巡回指導教員の指導充実について 

・９月末からの巡回指導教員の指導訪問について      

12 月 21 日（火） ・発達に課題のある子供の理解と支援 

実施月日 内容 

４月 13 日（火） 

・令和３年度葛飾区の特別支援教育の取組について 
・特別支援教室専門員の役割について 
・特別支援教室に関わる一年間の流れについて 
・拠点校別情報交換 

10 月 12 日（火） 「専門員の資質向上に向けて ～知能検査と行動観察～」 

特別支援教育に関する研修 
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（４） 初任者研修・新規採用者研修・期限付任用教員任用時研修会  

 ねらい：初任教諭の段階で身に付けるべき、特別支援教育に関わる基礎的・基本的な知

識及び指導力について育成を図る。 

 

（５） 特別支援教育基礎研修会 

 ねらい：特別支援教育に関わる基礎的・基本的な知識、及び児童・生徒理解について育

成を図る。  

 

（６） 教育相談実技研修 

 ねらい：教育相談実技研修に特別支援教育に関する講義を位置付け、教員経験・職層に

応じた実践力の育成を図る。 

【初級】初任者～ 

教育相談の基本的な考え方を習得する。 

・教育相談の理解 

・児童理解・生徒理解に向けた環境づくり 

・教育相談に対する抵抗感の軽減 

10 月 15 日（金） 「発達障害当事者からみた特別支援教育」 

 

【中級】３年目以上 

教育相談の実際的な課題をテーマにした実践力を養う。 

・実践的な教育相談機能の習得 

・テーマごとに取り組む演習 

９月 28 日（火） 「学校教育における合理的配慮に基づいた指導」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施月日 内容 

５月 20 日（木） 特別支援教育の基礎的な理解 

実施月日 内容 

４月 21 日（水） 

７月 27 日（火） 

通常の学級における特別支援教育の充実 

～インクルーシブ教育の視点から～ 
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２ 令和４年度 研修の実施計画 

特別支援教育に関わるすべての職層・職種を対象に研修の機会を設定し、教職員の専門

性や資質・能力の向上を図る。 
 

※表示について 

・（再）令和２年度実施。令和４年度再度実施予定。 ・（続）令和３年度実施。令和４年度継続実施予定。 ・（新）令和４年度新規実施予定。 

〇リーダーシップ研修（再）学校の要として活躍するための資質・能力の育成 

〇特別支援教育基礎研修（続） ・教員の資質・能力の向上、授業の充実 

〇初任者研修（続）      ・教員の資質・能力の向上、授業の充実 

〇巡回指導教員研修（続）   ・教員の資質・能力の向上、授業の充実 

〇特別支援学級研修（新）   ・教員の資質・能力の向上、授業の充実 

〇自閉症・情緒障害特別支援学級研修（新） 

               ・教員の資質・能力の向上、授業の充実 

〇特別支援教育コーディネーター研修（続） 

・担当業務の資質・能力の向上、教員の資質・能力の向上 

〇特別支援教室専門員研修（続）   ・担当業務の資質・能力の向上  

校長・副校長 

通常の学級の教員 

巡回指導教員 

知的障害特別支援学

級の教員 

特別支援教育コーデ

ィネーター 

特別支援教室専門員 

自閉症・情緒障害特

別支援学級の教員 

対象 



資料５ 

 

１ 各会について                

１ 本会 
特別支援教育推進委員会（葛飾区における特別支援教育の推進） 

２ 検討部会 
（１）特別支援教育専門性向上検討部会 

（特別支援教育に関わる者の専門性向上研修等） 
 （２）自閉症・情緒障害教育検討部会 
    （自閉症・情緒障害特別支援学級及び特別支援教室の運営等） 
 （３）特別支援教育環境改善検討部会                 

    （医療的ケアを含む区立学校における合理的配慮の実施等） 

 ３ その他 

   医療的ケア判定審査会 

   （区立学校における医療的ケアの実施の可否を検討） 

  

２ 活動報告                  

 １ 特別支援教育専門性向上検討部会 

（１）第１回：令和３年７月 15 日 開催 

・主な議題：知的障害特別支援学級の増設について、特別支援学級の 

教科用図書について  

・現状報告、課題整理、意見交換 

（２）第２回：令和３年 10 月 20 日 開催 

・主な議題：知的障害特別支援学級の状況について、特別支援教育の 

充実に向けた研修について  

・経過報告、課題整理、意見交換 

（３）第３回：令和３年 12 月 20 日 開催 

・主な議題：特別支援学級の専門性向上に係る計画について、特別支 

援学級の教科用図書について  

・経過報告、課題整理、意見交換 

 

 

 

葛飾区特別支援教育推進委員会における各検討部会の活動報告 



資料５ 

 ２ 自閉症・情緒障害教育検討部会 

（１）第１回：令和３年７月 15 日 開催 

・主な議題：自閉症・情緒障害特別支援学級の増設について、特別支 

      援教室の運営ガイドラインについて  

・現状報告、課題整理、意見交換 

（２）第２回：令和３年 10 月 20 日 開催 

・主な議題：自閉症・情緒障害特別支援学級の相談会等について、特 

別支援教育の充実に向けた研修について  

・経過報告、課題整理、意見交換 

（３）第３回：令和３年 12 月 20 日 開催 

・主な議題：葛飾区版特別支援教室の運営ガイドライン（改訂素案） 

について  

・経過報告、課題整理、意見交換 

 

３ 特別支援教育環境改善検討部会 開催なし 

 

４ 医療的ケア判定審査会 

令和３年 12 月 10 日 開催 

・主な議題：令和４年度公立幼稚園入園予定児の医療的ケアについて 

・現状報告、課題整理、実施可否検討、意見交換 

 

３ 今後の課題   

  

 １ 令和４年度開設の特別支援学級について、運営状況の確認及び指導効果 

等の検証 

 ２ 「葛飾区版特別支援教室の運営ガイドライン」に沿った教室運営の徹底 

  



葛飾区版特別支援教室運営ガイドライン（改訂版）の主な概要  資料６-１ 
ページ 項 目 内 容 
１・３ 特別支援教室

の対象となる

児童・生徒及び

教育課程 

特別支援学校小学部・中学部学習指導要領の自立活動の内容を

参考に、通常の教育課程とは別に特別の教育課程を編成すること

等について明記。 

２・１ 
 
 
 

主な関係教職

員等の責務・役

割等 

校長、在籍学級担任や教科担任、巡回指導教員、特別支援教育コ

ーディネーター、特別支援教育専門員、巡回相談心理士、特別支

援心理コーディネーター、特別支援教育専門家チームの責務・役

割について、より具体的に明記。 
３・２ 原則の指導期

間の考え方 
原則の指導期間は１年間。１年間でどのように成長・変容して

いるのか、指導の延長が必要かどうかを、年度末に向けて確実に

検討していく。 
３・５ 
 
 
 

校内委員会の

開催 
児童・生徒の行動を、客観的資料を基に検討する。支援レベル

１、２の児童・生徒への支援についても、在籍学級での工夫や配

慮により、在籍学級で充実した学校生活が送れるよう、校内で統

一した指導を行う。 
３・９ 特別支援教室

の入室に係る

判 定 委 員 会

（※） 
 

対象となる児童・生徒の入室が必要であるとの判断に至った経

緯や支援レベル１、２の段階での支援の状況等については、可能

な限り在籍校の管理職同席のもと、在籍学級担任が必要に応じて

特別支援コーディネーターとともに説明することが望ましい。 
在籍校の管理職が同席できない場合には、対象となる児童・生

徒の入室に係る校長の意見を書面等により明示する。 
 
（※）区市町村教育委員会が管内小中学校の児童・生徒の特別支援教室へ 

の入室を判定する会議体 
３・11 個別指導計画及

び連携型個別指

導計画の作成 

連携型個別指導計画を活用して、在籍学級担任は巡回指導教員

と情報を共有し、児童・生徒への総合的な所見を記載し、次の指

導に引き継いでいく。 
３・13 原則の指導期

間に係る例外

適応 

校内委員会において、学期ごとに指導目標の達成状況等の評価

を行う。 
評価後は、学期期間中の指導の経過、児童・生徒の変容及び次の

期間の指導計画等について、教育委員会に書面で報告する。 
教育委員会は、内容を確認し、指導目標の達成に向けて必要な

指導・助言を行う。 
３・15 指導期間終了

後の対応に関

する検討 

指導延長した場合、同様の指導目標で最大 2 年間特別支援教室

において指導を行うことになる。 
延長期間内に、設定した指導目標が達成できない場合、適切な

支援の在り方について、判定委員会等において、改めて十分に審

議し、総合的に判断していく。 
３・15 
 
 
 
 
 
 
 
 

再入室に関す

る仕組み 
 
 
 
 
 
 
 

特別支援教室退室後、おおむね３か月以上６か月の間に、前回

入室時に見受けられた困難と同様の困難が生じ、校内委員会にお

いて入室が必要と判断された場合は、再入室の手続きを簡略化す

る。 
（ア）判定委員会の審議に代えて、書類のみの審査等、簡易的な 

 方法により判定する。 
（イ）判定委員会の実施のタイミングが合わない場合は、指導開 

始後に判定委員会に報告し事後承認を受ける。 



葛飾区版特別支援教室運営ガイドライン（改訂版）の主な概要  資料６-１ 
ページ 項 目 内 容 
６・１ 
 
 
 

第６章 
専門性の向上

に向けた研修

の充実 

研修の実績や経過について削除し、研修の内容について重点的に

記載 

７・１ 
 
 
 
 

第７章 
全ての児童・生

徒・保護者への

理解啓発推進 

特別支援教室の設立の経緯等を削除し、児童・生徒・保護者への

理解啓発推進について重点的に記載 

 



資料６-2
葛飾区版特別⽀援教室の運営ガイドライン（改訂素案）についての校⻑からの意⾒

ページ 第１章　特別⽀援教室とは 取扱い 理由

１－３

（教育課程）
教育課程に記載する児童の障害種別は、入室時のものにする、とありましたが、
例えば、指導過程で、他の障害種別の傾向が疑われた場合、⼆年⽬の教育課
程で障害種別を変更することが可能なのでしょうか

× 児童・⽣徒の特性を⾒直し、障害種別を変更することは可能です。

ページ 第３章　特別⽀援教室における指導の開始と終了 取扱い 理由

３－２ 原則1年としている点、都教委の想定についてはわかるが、実際に1年では無理がある⽣
徒が多い現状であり、原則2年が望ましい。 ×

都ガイドラインでは原則１年となっており、本区の運営も同様となります。
ただし、指導期間の延⻑は可能です。

３－２ ５，６年⽣の間の２年間で通室した場合、中学校で延⻑して通室することはできないと
いうことか、もしくは、中学校では新たに1年⽬とするのか。 ×

５年⽣で入室し、５・６年⽣で通室した場合、６年時に指導⽬標を達
成できていなければ、判定委員会で適切な⽀援の在り⽅を審議すること
なります。引き続き、中学校でも必要となった場合は、新たに１年⽬とは
ならず、３年⽬となります。

３－３（１） ５歳児健康診査　→　健康診断︖ × 葛飾区では「５歳児健康診査」という名称で実施しています。

３－９

（判定委員会の開催）
・担任やコーディネーター、巡回指導教員、管理職がセンターへ出向いて、同席し
ての説明は、時間が取れず現実的ではない。
・「校⻑の意⾒書」についても、すべて校⻑が作成することは困難なので、教員が
⾏うことになる。事務仕事の増加につながり、他の業務に⽀障が出る。

×

担任やコーディネーター、巡回指導教員、管理職がセンターへ出向いて、
同席しての説明は、原則求めません。。それに代わり、来年度から申請書
に巡回指導員所⾒、校内委員会所⾒欄に加えて、担任所⾒、学校⻑
の意⾒欄を設けております。

３－１０ ＜適当と思われない＞教育委員会から説明し　→　今までやっていなかったと思い
ますが、可能ですか︖

〇

書類判定結果の「適当と思われない（不適）」は教育委員会から説明
しておらず、書類送付のみです。直接判定結果で「適当と思われない
（不適）」となった場合のみ、教育委員会から説明しているため、そのよう
に修正いたします。

３－１４

（指導延⻑期間中の評価）
・学期ごとの指導⽬標の達成状況の評価についての「書面報告」は、事務作業の
増加につながる。ただでさえ、特⽀教室にかかわる書類作成は膨⼤な量である。さ
らに書類が加わることは、他の業務に⽀障が出ることは容易に予測できる。

×
新たに書類を作成するのではなく、連携型個別指導計画書を活用して、
学期ごとの報告を依頼する予定です。

３－１４

指導延⻑期間中の評価について、学期ごとに⾏うとあったが、特別⽀援教室の指
導については、ある程度⻑期的なスパンで児童の変容をみとる必要があるという考
え⽅から、本校では連携型個別指導計画を前期・後期で作成している。期間中
の評価については、校内委員会を開催したうえで、丁寧に⾏っていくためには、前
期・後期の2回程度で⾏うことが望ましいと考える。

×

・段階的に短期の指導⽬標を達成することによって、⻑期の指導⽬標が
達成されていくため、都ガイドラインの運営と同様に、学期ごとに評価を⾏
います。延⻑期間中は、評価について書面で教育委員会に報告をしてい
ただきます。教育委員会は、報告を受けて、指導延⻑の条件を踏まえ、
指導延⻑後の在籍校の取組状況について確認し、指導⽬標の達成に
向けて必要な指導・助⾔を⾏います。

３－１５

（延⻑期間終了後の対応に関する検討）
１年で退室ということは、現在入室している児童は、令和４年度で全員退室にな
るのか。それとも、場合によって令和５年度も継続できるのか。現在の退出の状況
を考えると、2年間で退出している児童は、ほとんどいないので、現状と合っていな
い。

×

現在入室している児童・⽣徒で、令和４年度に「指導継続が適当と思わ
れる」と判定された場合は、令和４年度が１年⽬となります。また令和５
年度の判定委員会で「指導継続が適当と思われる」と判定されれば、延
⻑可能です。

３－１５（６）ウ　簡略化に関わる具体的な⼿続きについて、事後承認だと安易に再入室できて
しまう気もしますが、いかがでしょうか。

×

再入室は、退室後、おおむね３か月以上６か月の間に、前回入室時に
⾒受けられた困難と同様の困難が⽣じ、校内委員会において入室が必
要と判断された場合となります。速やかに特別⽀援教室での指導につなげ
るため、判定会とのタイミングが合わない場合は、事後承認としています。
（都ガイドラインの運営と同様です。）

取扱い 理由

△ ご意⾒として承り、関連部署と共有します。

取扱いの凡例
〇︓ガイドラインを修正する。　　×︓ガイドラインを修正しない。　△︓参考意⾒とする。

その他⾃由意⾒

①今後、児童数が減り、教員数もそれに伴って⼤幅に減っていくことが予想されます。
 　児童へ効果的な指導をしていくためにも、OJTを考慮した教員の配置について配慮していただける
と⼤変ありがたいです。















資料７ 

 

１ 概要                  

葛飾区特別支援教育推進委員会（以下「委員会」という。）構成は、葛飾区特

別支援教育推進委員会設置要綱（以下「要綱」という。）第３条に規定する 31

名であり、教育委員会事務局の中でも大きな会議体となっている（例：教育情

報化推進委員会 15 名、健康教育推進委員会 11 名）。そのため、会議の運営に効

率を欠く面がある。 

そこで、効率的な会議運営を図るため、委員の選出基準等を見直す。具体的

には、区職員以外の委員を中心に最少人数で構成し、要綱第４条第１項の規定

に基づき、必要に応じて委員以外の者から意見を求めることとする。 

 

２ 見直し案                

（１）小学校校長会代表１人葛飾区立小学校副校長会代表 1 人、及び葛飾区立

中学校副校長会代表 1 人を見直す。 
   委員会は、小学校長会及び中学校長会からそれぞれ１名の委員選出を行

い、副校長職には検討部会の部会員を依頼する。 

（２）都立鹿本学園統括校長の職にある者を見直す。 
   令和３年度から、都立鹿本学園への通学区域が変更となり、葛飾区全域 
  は都立水元小合学園となるため、必要に応じて、出席依頼をする。 
（３）福祉部障害福祉課長の職にある者、保健所青戸保健センター所長の職に 

ある者、子育て支援部育成課長の職にある者、教育委員会事務局学校施設 

担当課長の職にある者を見直し、必要に応じて、出席依頼をする。 

（４）教育委員会事務局学校教育支援担当課長の職にある者を見直し、事務局

へ配する。 

 

３ 要綱改正                

  葛飾区特別支援教育推進委員会設置要綱の改正案のとおり、要綱の改正を 

行う。 

葛飾区特別支援教育推進委員会の委員構成の見直し 
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葛飾区特別支援教育推進委員会設置要綱 
 
                         平 成 1 9年 9月 1 4日 
                                                              1 9  教 指 第 9 5 9号 
                          教 育 長 決 裁 
 
（目的） 
第１条 葛飾区における特別支援教育にかかる取組事項の検証及び推進に向け

た検討を行うため、葛飾区特別支援教育推進委員会（以下「委員会」という。）

を設置する。 

 
（検討事項） 
第２条 委員会は、次の事項について検討する。 
（１）特別支援教育の取組事項の検証に関すること。 

（２）特別支援教育の推進に関すること。 

（３）その他必要な事項 
 

（構成） 
第３条 委員会は、教育委員会教育長が委嘱する別表に掲げる委員をもって構

成する。 
２ 委員長は、学校教育担当部長の職にある者をもってあてる。 
３ 副委員長は、学識経験者をもってあてる。 
４ 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。 
５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠け

たときは、その職務を代理する。 
 

（会議） 
第４条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、委員会を招集する場合は、議事の内容、日時、場所その他必要

 な事項をあらかじめ委員に通知しなければならない。 

３ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委

員長の決するところによる。 

５ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を委員会に出席させ、

意見若しくは説明を聴き、又は委員以外の者からの資料の提出を求めること

ができる。 
 

（検討部会） 
第５条 委員長は、特別支援教育に関する専門的な課題を検討するため、必要



案        資料７ 

に応じて委員会に検討部会をおくことができる。 

２ 検討部会は、委員長が指名した者をもって構成する。 

３ 検討部会長は、委員のうちから委員長が指名した者とする。 

４ 検討部会は、検討部会長が招集し、主催する。 

５ 検討部会長は、検討部会の経過又は結果を委員会に報告する。 

 

（事務局） 
第６条 委員会の事務局は、教育委員会事務局指導室に置く。 
 

（委任） 
第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委

員長が別に定める。 
 
   付 則 
この要綱は、平成19年９月14日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成20年4月4日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成21年4月1日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成23年4月1日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成23年8月5日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成25年4月1日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成25年6月25日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成28年5月1日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成29年4月1日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和2年8月28日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和4年 月  日から施行する。 
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別表（第３条関係） 

 教育委員会事務局学校教育担当部長の職にある者 
 学識経験者 1人 
 医療機関関係者 1人 
 療育機関関係者 1人 
 葛飾区私立幼稚園連合会代表 1人 
 葛飾区私立保育園連盟代表 1人 
 葛飾区私立保育園経営者協議会代表 1人 
 葛飾区私立学童保育クラブ連盟代表 1人 
 葛飾区立小学校校長会代表 1人 
 葛飾区立中学校長会代表 1人 
  都立葛飾ろう学校長 

 都立葛飾盲学校長 

 都立水元小合学園校長 
 都立水元特別支援学校長 

 都立葛飾特別支援学校長 
 福祉部障害者施設課長の職にある者 

 子育て支援部子育て支援課長の職にある者 

 子育て支援部保育課長の職にある者 

 子育て支援部子ども家庭支援課長の職にある者 

 子育て支援部子ども応援課長の職にある者 

 教育委員会事務局学務課長の職にある者 

 教育委員会事務局指導室長の職にある者 
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1 

葛飾区特別支援教育推進委員会設置要綱新旧対照表 

 

現行 改正案 

葛飾区特別支援教育推進委員会設置要綱 

 

                         

平成19年9月14日                                                     

19  教指第959号                        

教育長決裁 

 

（目的） 

第１条 葛飾区における特別支援教育にかかる取組

事項の検証及び推進に向けた検討を行うため、葛飾

区特別支援教育推進委員会（以下「委員会」という。）

を設置する。 

 

（検討事項） 

第２条 委員会は、次の事項について検討する。 

（１）特別支援教育の取組事項の検証に関すること。 

（２）特別支援教育の推進に関すること。 

（３）その他必要な事項 

 

（構成） 

第３条 委員会は、教育委員会教育長が委嘱する別表

に掲げる委員をもって構成する。 

２ 委員長は、学校教育担当部長の職にある者をもっ

てあてる。 

３ 副委員長は、学識経験者をもってあてる。 

４ 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故ある

とき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

 

（会議） 

第４条 委員会は、委員長が招集する。 

 

 

 

 

 

 

葛飾区特別支援教育推進委員会設置要綱 

 

                         

平成19年9月14日        

19  教指第959号                        

教育長決裁 

 

（目的） 

第１条 葛飾区における特別支援教育にかかる取組

事項の検証及び推進に向けた検討を行うため、葛飾

区特別支援教育推進委員会（以下「委員会」という。）

を設置する。 

 

（検討事項） 

第２条 委員会は、次の事項について検討する。 

（１）特別支援教育の取組事項の検証に関すること。 

（２）特別支援教育の推進に関すること。 

（３）その他必要な事項 

 

（構成） 

第３条 委員会は、教育委員会教育長が委嘱する別表

に掲げる委員をもって構成する。 

２ 委員長は、学校教育担当部長の職にある者をもっ

てあてる。 

３ 副委員長は、学識経験者をもってあてる。 

４ 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故ある

とき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

 

（会議） 

第４条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、委員会を招集する場合は、議事の内容、

日時、場所その他必要 な事項をあらかじめ委員に

通知しなければならない。 

３ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会

議を開くことができない。 

４ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決
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２ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外

の者を委員会に出席させ、意見若しくは説明を聴

き、又は委員以外の者からの資料の提出を求めるこ

とができる。 

 

（検討部会） 

第５条 委員長は、特別支援教育に関する専門的な課

題を検討するため、必要に応じて委員会に検討部会

をおくことができる。 

２ 検討部会は、委員長が指名した者をもって構成す

る。 

３ 検討部会長は、委員のうちから委員長が指名した

者とする。 

４ 検討部会は、検討部会長が招集し、主催する。 

５ 検討部会長は、検討部会の経過又は結果を委員会

に報告する。 

 

（事務局） 

第６条 委員会の事務局は、教育委員会事務局指導室

に置く。 

 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営

に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

   付 則 

この要綱は、平成19年９月14日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成20年4月4日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成21年4月1日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成23年4月1日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成23年8月5日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成25年4月1日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成25年6月25日から施行する。 

し、可否同数のときは、委員長の決するところによ

る。 

５ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外

の者を委員会に出席させ、意見若しくは説明を聴

き、又は委員以外の者からの資料の提出を求めるこ

とができる。 

 

（検討部会） 

第５条 委員長は、特別支援教育に関する専門的な課

題を検討するため、必要に応じて委員会に検討部会

をおくことができる。 

２ 検討部会は、委員長が指名した者をもって構成す

る。 

３ 検討部会長は、委員のうちから委員長が指名した

者とする。 

４ 検討部会は、検討部会長が招集し、主催する。 

５ 検討部会長は、検討部会の経過又は結果を委員会

に報告する。 

 

（事務局） 

第６条 委員会の事務局は、教育委員会事務局指導室

に置く。 

 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営

に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

   付 則 

この要綱は、平成19年９月14日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成20年4月4日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成21年4月1日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成23年4月1日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成23年8月5日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成25年4月1日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成25年6月25日から施行する。 
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付 則 

この要綱は、平成28年5月1日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成29年4月1日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和2年8月28日から施行する。 

 

 

 

別表（第３条関係） 

 教育委員会事務局学校教育担当部長の職にある者 

 学識経験者 1人 

 医療機関関係者 1人 

 療育機関関係者 1人 

 葛飾区私立幼稚園連合会代表 1人 

 葛飾区私立保育園連盟代表 1人 

 葛飾区私立保育園経営者協議会代表 1人 

 葛飾区私立学童保育クラブ連盟代表 1人 

 葛飾区立小学校校長会代表 2人 

 葛飾区立中学校長会代表 1人 

 葛飾区立小学校副校長会代表 1人 

 葛飾区立中学校副校長会代表 1人 

 都立葛飾ろう学校長 

 都立葛飾盲学校長 

 都立鹿本学園校長 

 都立水元小合学園校長 

 都立水元特別支援学校長 

 都立葛飾特別支援学校長 

 福祉部障害福祉課長の職にある者 

 福祉部障害者施設課長の職にある者 

 保健所青戸保健センター所長の職にある者 

 子育て支援部育成課長の職にある者 

 子育て支援部子育て支援課長の職にある者 

 子育て支援部保育課長の職にある者 

 子育て支援部子ども家庭支援課長の職にある者 

 子育て支援部子ども応援課長の職にある者 

 教育委員会事務局学校施設担当課長の職にある者 

 教育委員会事務局学務課長の職にある者 

 教育委員会事務局指導室長の職にある者 

 教育委員会事務局学校教育支援担当課長の職にあ

る者 

付 則 

この要綱は、平成28年5月1日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成29年4月1日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和2年8月28日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和4年 月  日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

 教育委員会事務局学校教育担当部長の職にある者 

 学識経験者 1人 

 医療機関関係者 1人 

 療育機関関係者 1人 

 葛飾区私立幼稚園連合会代表 1人 

 葛飾区私立保育園連盟代表 1人 

 葛飾区私立保育園経営者協議会代表 1人 

 葛飾区私立学童保育クラブ連盟代表 1人 

 葛飾区立小学校校長会代表 1人 

 葛飾区立中学校長会代表 1人 

 （削除） 

 （削除） 

  都立葛飾ろう学校長 

 都立葛飾盲学校長 

 （削除） 

 都立水元小合学園校長 

 都立水元特別支援学校長 

 都立葛飾特別支援学校長 

 （削除） 

 福祉部障害者施設課長の職にある者 

（削除） 

（削除） 

 子育て支援部子育て支援課長の職にある者 

 子育て支援部保育課長の職にある者 

 子育て支援部子ども家庭支援課長の職にある者 

 子育て支援部子ども応援課長の職にある者 

 （削除） 

 教育委員会事務局学務課長の職にある者 

 教育委員会事務局指導室長の職にある者 

 （削除） 


